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ヒ{ス保守党政府と社会保障

岸本英太郎

I 広汎な極貧層の存在

戦後イギリスにおける完全雇用政策と社会保障の発展にもかかわらず，国民

扶助=補足給付を受給する，しかも国民保険給付とこれを併給する広汎な極貧

層が存在する。その実数と国民保険受給者中に占める割合は，表1，表2のと

おりである。

国民扶助=補足給付は，資産調査 (means民st)を伴う無拠出の国家扶助であ

り，その水準は国家が承認する最低生存水準であり，国民的最低生活水準であ

ゐ。

表 1 国民扶助・補足給付受給者〈グνート・プリテγ) (単位 1，000人)

国民扶羽 補足給付

l95a1196a 119-6D 5 193D 6196a7)196a 8196a91E70 9 

退職年金受給者φ 767 1，075 1，239 1，631 1，619 1，682 1，7日81，745 

その他0)年金年齢以上り者 202 220 196 187 187 178 167 156 

失業保険受給者 33 45 34 77 日6 73 71 73 

その他の失業者 33 86 78 102 138 147 157 166 

疾病・廃疾給付受給者 121 134 149 156 164 172 170 164 

その他の疾病廃疾者 98 133 138 142 146 150 156 159 

扶養児童をもっ6日歳未満女子 41 76 108 125 142 157 177 191 

国寡民婦保険受給中の60歳未満 86 58 55 59 60 61 63 63 

その他 81 17 15 16 17 17 19 20 

合 計 I "岨21，884加 2I 2，495 2，5日 2，6372，6田丸738

註1)12月末幻翌年1月末 3) 11月末的国民保険量枯中の60歳以上の寡漏を古むg
資料 CentralS出出caIOffice，品cialTrends， 197仏 1971.
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表2 悶民扶助を受給する国民保険受給者の割合

1951 1961 1965 1966 1968 1969 1970 

失業給付 16% 14% 13% 15% 20% 23% 19% 

疾病給付 13 13 12 14 14 14 15 

退職年金。 22 22 22 29 28 28 27 

寡婦給付 23 14 13 11 16 17 16 

注 1)副-64'歳の寡婦給付受給者を古む。
資料表Iと同じ。

1948年 7月，アトリー労働党政府によって全面的に発足したイギリス社会保

障制度は， ビヴァリッヂが「ピヴァリヅヂ報告」のなかで「本報告に述べられ

た給付水準以下では人間の生存に十分でないことを忘れてはならないJ"とした

生存水準以 Fの水準を同民的最低限IcLて決定L_たが，社会保障はとれ以下の

極貧層さえも解消できず広汎に残存させ，今や極貧者問題は，現代イギリス社

会保障の履重要問題となっているのである。ピヴァリッヂ報告がしばしば述べ

ているように，貧困からの人閥解放，窮乏からの自由，窮乏の根絶が社会保障

計画の目的であることを思えば，これは当然のことである O 退職午金受給者の

約 3分の 1が国民扶助=補足給付水準以下の極貧者に転落していることは，勤

労者の約3分の lが老齢退職すれば極貧状態に陥るこ Eを示しており，その意

味するところきわめて重大であるの

イギり λでは， この国民扶助基準以下の低所得者を公式的にも一般的にも貧

困者と理解しているが，これは形を変えた pauperであり，極貧者である。貧

困者を最低の生存費以下の者とみる考えは， ブース， ラウ Y トリの貧困調査"

以来の伝統であり， 貧困の歴史的社会的性格を無視"している点で問題であれ

貧困者数を著し〈過少評価する結果となっていることを看過してはならない。

1) SociaZ Insurance and Allied島町ices，Report by Sir W. Beveridge， 1942， Para， 457 
2) Charles Booth， LグーandLabour uf l恥 F即 ，plein Lundon， 4 Vυ]t:l. 1889-91. B. Se出血田
Rownt日 eの189S年， 1936年， 1目。年の言 ク調査は，それぞれ，次の書にまとめられている。
B. S. Rowntree，Poverty.. A止udyofT，即日1 Life， 1901; Poverty and Progr町 s，194-1; 
Poverty即 ldthe Welfare品白山 (withG. R. Lave四)， 1951 
3) ζの点を批判(ラウンlリ 批湘Dしたも由として，昌記 P.TUWllt:lt:nu，‘Mea;ouring Puv!:!r 
ty，' British Journal of SocioZogツ， 1954 
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戦後，とくに1950年代から60年代にかけて，イギリスでは貧困は消滅し，貧

富の生活水準の差は著しく縮小し，うんと平等社会となったという神話が多く

の経済思想士支配したの。ヲケントリーらの1950年のヨークにおける第3次貧

困調査の結果吋む この神話の有力な根拠となった。 1936年の第2次調査の結

果に比べ，ラウントリー貧困線以下の低所得者は，その人数において， 17，185 

人から1，716人へ，労働人口中に占める割合において31.1%から2.77%へ， 雪ー

グ総人口中に占める割合で17.7%から1.66%へと激減Lたからである。貧困原

因も表3のごと〈変化した。

戦後の新しい食糧補助や社会保障

給付を含めて，物量酌な最低生存費

において，両調査を比較すれば，

1950年の改善が著しく見えるのは当

然である。 I低賃金」が著しく減少

したのはそのためであり，これを

層促進したのが完全雇用の実現であ

一.，.
つノー。

「貧困消滅」の神話への挑戦は，

ラウントリーの貧困概念の批判とい

表 3 ヨ ク両調査の貧困原因比較

|貧困者の割合
貧困原因 卜一一一「一一一一←

11936 I 1950 

主たる賃金所得者の失業 28.6% 。%
常用労働者四低賃金 32.8 1.0 

そり他労働者の低賃金 9.5 。
老 齢 14.7 6".1 

主たる賃金所得者の死亡 7.8 6.4 

疾 す甫 4.1 21.3 

その他 2.5 3.2 

資料 Rowntreeand Lavers， P，町田"tyand 
the Weijare State， p. 35 

う形で1954年 P タウンセγ トによって着手されへ以後主としt学者による貧

困研究が相ついで学術雑誌に掲載され， 1965年の BrianAbel-Smithと Peter

TowIlseml共著の『貧困者と極貧者Ji(The Poor and the POOl自のの出版によっ

てこの神話は崩壊し，以後， 貧国は広く「再発見Jされるにいたったのであ

る九それはガノレプレイスが『ゆたかな社会~ (19団年〕を書いて， I一般的な悩

みとしての貧困は生産の哨大によって解消した。 貧困は一般的ではなくて

4) Brian Abel-Smith and Peteで Townsend，The Poor and the Pooγ'est， 1965， p. 9 
5) B. S. Rowntree and G. R. Lavers， Po-verty 田~d the Weijare State， 1951 
6) P. Townsend， .加leasuringPoverty: ot正"
7) この点については拙陥「イギリスにおける昔困問題と社会保障JW日本労働協会雑誌Jl1972年
12月参照@
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特殊な場合になったJ"'とのべて以来， ミカエノレ・ハリント Yの「もう一つのア

メリカーアメリカ合衆国の貧困Jl(Michael Harrington，刀ieOther America， Pm町 ty

in the (0白山dStates， 1962)をはじめとする移しい数の貧困研究と貧困調査を生

みだし，貧困を再発見させた事情と似ている。

以 F，少し極貧者の存在とその内容について見ておきたい九

エイベル ユミスとタウ γセ Y ドの『貧困者と極貧者~ (1965年〉は，小著で

はあるが，戦後イギリスにおける最初の本格的な貧閃研究書であり，広汎な貧

困者の存存とその実態を明らかにして r貧困消波」の神話を崩壊させたので

ある。

本書は195ト 4年と 1960年の労働省の家計調査 (FamilyE.τ:penditure Suruey) 

を検討・分析したもので， 著者は，本書で1953-4年にはU'Kの人口の7.8%~

約400万人が， 196年には14.3%， 約750万人の人々が貧困な生活を送っていた

ことを明らかにした。

ところで著者が基準とした貧困水準=低消費支出・低所得水準は r国民扶

肪基準十家賃」の40%増しであった。これは，貧困基準としては，国民扶助基

準よりはるかに合理的であるといってよい。現実に給付されている国民扶助容I

は， 表4からも分るように， 大部分は 1国民扶助基準+家賃」の141日%以下で

表4 階層別低所得世帯C国民扶助受給者と非受給者 (1960)

国l民家扶賃た所助を得基10水準0 

国民扶助受給者 国民法助非受給者

準とし
世 荷 人 民 世 帯 人 員

数 % 数 % 数 % 数 % 

100以下 48 18 149 27 119 32 258 止b

100← :19 162 62 287 52 114 31 270 28 

120ー139 55 21 112 20 137 37 450 46 

-& ~t 上二お5了寸函T5岨 1 1∞1 370 1 1叫 9781 曲
資料 The Poor and the Poorest， p. 44. 

8) J-K G市lbraith，The A.t百~uent 品ciety， p. 323.鈴木哲太却訳297ページR
9) やや詳しくは前掲拙稿参風
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あり， 140%とそれ以上D者で国民扶助を受給してし、る者も若干はいるからで

ある。これは国民扶助受給者の所得控除や資産控除，諸付加給付などを考慮し

ているから当然のことである。

なお，本書の結果主総括すれば哀5のとおりである。

ところで貧困者は 1人世帯に最も多しまた 3割が貧困児童(lfi歳とそれ以下〉

(child poverty)である。表6，表7の左お bである。

表5 低所得水準世帯とそり人員の比率， 1953-54年と196日年

問賃を問100詳とした+支家 1 壮帯数の比較 人員数の比率 U.Kの人口

出と所水得準水〔準19日(19ー6の6511953-541 1960 
80%以下

80-89 

90-99 

100← 109 

110-119 

120 129 

130-139 

貧困者合計

140とそれ以上

総計

0.5% 

0.6 

1.0 

1.9 

1.7 

2.0 

2.4 

10.1 

89.9 

100.0 

注 140%以下が貧困世帯。

1.3% 

LO 

2.4 

4.7 

3.1 

2.7 

2.8 

17.9 

82.1 

100.0 

0.3% 
O_? 

07 

1.4 

1.4 

18 

2.0 

7.8 

92.2 

100.0 

資料 The Poor and the Poore叫 p.58より作成.

1960 1960 

0.9% 152千人 471千人

0.9 101 471 

2.0 354 1，048 

2.8 709 1，467 

2.4 709 1 ，~57 

2.fi 911 1.310 

2.7 1，012 1，414 

一-

EZU2 
表6 世帯員数別低生活水準世帯の比率， 1953-54年と1960年

世帯員数 i1%354l  
1960 

〔低消費支出1 〔低所得〕

1 38.6% 52.1% 

2 9.6 18.2 

3 4.9 7.5 

4 4.6 6.4 

5 5.4 10.0 

6+ 11.5 25.2 

全世帯 10.1 17.9 

資料 ThePoor and the Poorest， p. 60. 
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つぎに貧困者の就業状態と所得源泉をみれば，表8，表9のごとくである。

表7 年齢別低生活水準白人々， 1953-54年と1960者一

賃費国支S民を4)扶出1と0水助D努準所と韮得準し(1水た+95準家消3 
年 皆吉

年次
16歳以上 | 年齢計

5-15 5以下

1953-54 83.1 10.5 6.4 100.0 
100以下

1960 66.9 21.1 12.0 100.0 

1953-54 68.3 23.2 8.5 100.0 
100-119 

196白 79.7 14.6 5.7 100.0 

1953-54 69.1 19.6 11.3 100.0 
12口-139

1960 62.2 25.3 12.5 100.0 

140以下計
1960 69.9 

100.0 

20.2 9.9 100.0 

資料 ThePoor and the Poorest， p. 61 

表8 低消費支出世帯主の就業状態 (1953-54年)

低す消る費人数位帯に属 I低帯総消費数世〔帯就業の世状世帯総数
就業状態

実数 1 % % 実数 I % ・態割合別)〔に%対〉する

老齢退職 223 68.8 657 20.4 398 49.3 33.9 

疾 病 14 4.3 73 2.3 58 7.2 19.1 

失 業 10 3.1 31 1.6 43 5.3 31.7 

ノミート・タイム 15 4.6 72 :::!.~ 29 3.6 20.8 

フノレ・タイム 64 19.6 2.392 74.1 279 34.6 2.7 

計 間 100.01 3，225い肌Of 8司1雨| 10.1 

資料 The Poor and the Poorest， p. 30とp.31の表5と表7を合併，

表 8にみられるように， 1953-4年で老齢退職者とアル・タイムの労働者四

総貧困世帯中に占める比率が，世帯でそれぞれ 68.8%と19.6%，人数で 49.3%

と34.6%を占めることは， 退職年金の極端な低さに苦しむ走大な老齢退職者と

貧困水準以下の移しい働〈低所得者の存在を示すものである。とくに貧困な老

齢退職者世帯が全老齢退職者世帯の33.9%にも達するととは， この問題の深刻

さを物語って余すところがない。 これはイギり 1 の勤労者の33.9%の将来に待
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表9 低所得世帯の人々の所特源泉， 1960年

所得源泉9 人 数 |比率問

1 第1次所得が

年 金a
第2次所得が

(1) な し 350 

(2) 年金以外の国家給付 100 6.6 ， 35.4 
(的個人的収入 90 5.9 

2 第 l次所得が

年金以外の社会保障給付9

第2次所得が

(1) な し 275 

(2) 牛 金 8 0.5 ， 23.1 
(3) 伺人的収入 70 4.6 

3 第1次所得が

個人的所得e

第2次所得が

(1) な L 534 

(2) 午 金 25 1.6 ， 41.5 
(3) 年金以外の国家給付 74 4.8 

ムロ 言十 1，526 100.0 100.0 

注 1)第1次所得は，所得の半分又はそれ以上のもの。第21欠所得は4分の1から
半分までのもの。
2)退職，寡謂および無拠出老齢年金。
:J)国民扶助，家族手当，産業史書枯付および午金以外の園馬県険給付を含む。
4)職業による所得，非勤労収入，退職，疾病給付，私的奨学金，保険給仲扶
養手当を含む。

資料 ThePoor and the Poorest， p. 42 

ちかまえているものが極貧状態であるということである。

196口年の貧困者(表9)でとくに注目されるのは，貧困水準以下の第 1次所得

が個人的所得である低所得者数が，貧困者総数の 41.5%をも占めていること

である。

第 1次所得が年金である貧閃者〔人数)も 35.4%と高い比率を示している o

1953-54年と196日年の調査結果を通じて云えることは，老齢退職者問題と低所
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得者問題の重大性である。貧困は消滅したと云われ，ゆたかな社会の問題が人

々の強い関心を惹いていた時代に，貧困の蓄積は着実に拡大していたのである。

これは今日にいたるも解決されてはいない。退職竿金制度の改革と貧困水準以

下の岱所得者対策は，今回目イギリス社会保障り緊急課題となっており，しか

もそれは容易に解決しそうにもない。

l可調査の結果を『貧困者と極貧者』の著者はつぎのように要約している。

1953-4年の貧困者数は約400万人で，世帯数で全世帯の10.1%，人数で総人口0:>7.8

%にあたる。 400万人りうち約半分は世帯主が退職した世帯の人々であり， 3分の 1

以上がを帯主がフルタイムの仕事についている世帯の人々である。このうち最も多い

のは， 4人およびそれ以上の子供りいる世帯の人々である。 7.2%が疾病者とその世

惜の人々 5.3%が失業者とその世借り人々， 3.6%がパートタイムの仕事についてい

る者とそり世帯の人々であるG

ところで400万人の貧困者中， 20万人に近い失業・疾病・老齢返職者とその扶養者

は，その消費水準が園民扶助基準以下であるが国民扶助を受けておらず，ほかに40万

人と60万人も国民扶助を受けていないが，そD消費支出は国民扶助基準をそれぞれ19

%と20-39%こえているにすぎない1問。

ついで1960年の貧困者数は750万人に近し世帯では総世帯数の18%，人数では総

人口の14.2%にあたる。 750万人りうち約35%は年金で生活している世帯白人々であ

り， 23%は主として年企以外自社会保障給付で， 41%は主として勤労所得で生活して

い品位帯の人々である。 こり最後りグル プ白多くは大家族の人々である。約四0力

人の退職者とfiO万人の他白人々は主として国家給付に依存していて，国民扶助局から

の補足的な給付をうける資格を持っているが国民扶助を受けていない川。

1960年代後半には公的な貧困調査や貧困研究も進んだが，これらをふまえた

AB アトキγ ソ γの「イギリ λ における貧困と社会保障の改草~ (A， B， Atkin-

回 n，Poverty in Britain and the Reforrn of. Social Security， 1969)が最も注目される。

アトキンソンは，エーベノレ スミスとタウンセンドの196日年の貧困者の推計

(総人口 0)3.8%)， コウとスターク(1.Gough and T. Stark)の1963年の推計 (9.4%)，

アトキγソン自身の1966年と67年の推計 (3.7%と3.5%)を検討し， これらの推

10) Brian Abel.Smith and Peter Townsend， Glρ cit.， p. 38 
11) Ibid.， p. 49 
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計が資料的制約から貧困者数を過小評価しているとして I国民扶助=補足給

付以下の所得者の対総人口割合は 4-9%の範囲の上端に存すると結論するの

が正しいように思われる。別言すれば約5DO万の人々が， 政府がナショナノレ・

ミニマムと考えている水準以下の生活をしている」凹とのべている。 ここにい

うナ '/aナノレ・ミニマムは，国民扶助=補足給付水準〈プラス家賃扶助〉のこと

で，エーベノレ スミスとタウンヒンドの貧困水準ではない。アトキンソ Y の推

計は年次の限定がなく不正確であるが， 1960年代を通じて極貧者の数を大まか

に算定したものといってよい。

アトキ Y ソンは， I貧閃者の大部分は単身者か子供のない夫婦であり， 3分のl

近〈が児童であること，貧困者の多くは主として年金その他の社会保障給付の

受給者であるが， 約20%は勤労収入がその所得の主たる源泉である」聞とのべ，

これらの事実は，現在の社会保障が補足給付水準の最低所得の保障に成功して

いるとは到底言えないこと，その原因は，第 1に，補足給付の受給資格があり

ながら， これを請求しない人々がいること，第2に， フノレタイムの仕事につい

ていながら補足的結付水準以下の勤労収入の人々が多いこと， 第 3に wage

stopで，補足給付支給額が制限されているからである叫，と述べている。

イギリスにおいてはp 補足給付水準以下の勤労収入の者でも，フノレ・タイム

の勤労者は補足給付を受ける資格がなく，また失業者や病気による一時離職者

は， フノレ・タイムの在職中のノーマノレな賃金が補足給付水準以下であっても，

この賃金をこえる補足給付は支給されない(いわゆる wClgestop)。

ところ 0967年の T.U. C.大会は，週15ポンド以下の低所得を正式に低所

得 (low-paid)と規定即したが， ζれは，夫婦と子供2人 (5歳未満と10歳未満〉の

世帯の補足給付(その他の手当を合む〉の純可処分所得(13+!ンド 9シリング10垢ベ

γス， -1968年10月〉よりわずか週 1ポンド 10シリング1Y，ベYス多いだけで，夫

婦と子供3人 (5鼠 10歳， 15:歳未満各l人〕の世帯のそれより 16シリ Yグ7Y，ペン

12) A. B. Atkin由民 Pover，旬拙 Britainand the Reform of品cialSecurity， 1969， p. 38 
13)， 14) lbtd， pp. 42--43 
l!i) T. U. C. Annual Coηl.ference Report， 1968， pp. 567 ff 
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表10 産業別低賃金労働者(フノb ・タイム〉の割合 (1968.9)

週15ポンド未満労働者 時労間働者あたり7-8シリング末満

男子|女子 男子筋肉労働者|女子筋肉労働者

事働里l職員|事働r:1職員 7M18シル 7シル 1;シノレ未満未満未満未満

全 産 莱 9、4J9679』4J6% 8、6J2696855596 10.9% 25.6% 82.8% 91.2% 
1、~

農 合フ併に 36.6 64.4 80.0 

鉱 業 10.3 1.7 7.6 20.7 

製 造 業 4.6 2.6 83.6 70.0 6.5 17.3 79.5 89.9 

建 設 業 4.6 4.4 64.8 6.6 24.4 

ガス・水道・電気 1.3 2.0 55.7 3.2 18.2 

運輸・通信業 4.5 5.6 4θ6 48.1 7.4 23.9 41.6 66.5 

商 業 19.4 6.2 91.5 71.9 20.9 42.6 91.2 95.4 

金融保険業 28.7 6.4 63.1 26.4 43.4 

専門的科学的サービス業 30.4 7.0 92.8 41.7 24.2 53.4 92.2 96.3 

その他サ ピス業 25.0 6.3 92.4 19.9 31.5 48.7 92.0 95.3 

公 務 21.3 4.9 75.8 38.5 18.8 41.8 77.5 c 87.7 

注〉時間賃金は，週金血寺間皆同とした場合"1時間あたり賃金，したがって7ジリングは週14ポン
ド. 7シリソグ6ヘンスは15ポンド， 8シリングは16ポンドとなる。フルタイム成人勢働者。
資料官esultof a nC'W SUπJey of carnings in品予知品c-r，1968.' I El刑 oployment& Producti 
vity Gazette J 

表11 地域別低賃金労働者。害合 (1968.9)

地

South East 

Eatt Anglia 

South Western 

West Midlands 

East Midlands 

域

Yorkshire and Humberside 

North Western 

Northern 

W.ales 

Scotland 

Great Britain 

資料表10と同じ。

μbポンド禾I両のフル・タイムf品質
隆男子労動者 (21歳以上)の割合

5.6% 

12.0 

10.9 

6.3 

7.2 

9.6 

7.8 

9.4 
11.1 

11.0 

7.9 
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スも低いのである闘。 この15ポンド以下の低所得者の産業別・地域別分布を見

れば，表10，表11のとおりである。

表10によれば， 週15ポンド以下のフノレ・タイムの成年男子労働者(職員を含

む〉の比率は7.9%であるが，週40時間労働として 1時間当りの賃金を 7シリン

グ6べγス(週15ポンドとなる)として算定すれば，それ以下の収入の成年男子

の割合は， 7.9%から14.4%へはねあがるへ また 6ベンス、多い時間当り 8シリ

ングを(週16ポンド〉基準にすれば， その比率はさらに飛躍的に上昇する叱

1967年の家言|調査 (Fam均 Expen占tu回 Surveのでは，週15ポンド以下のフノレ・

タイム〈週30時間以土ノ マルに働いている〉の成人勤労者の割合は， 男子137%

女子79.1%であるが，同年秋の小規模の先行的試験調査CPilotSurvey)によれば，

フノレ・タイム成人男子

Pilot， 1967 14.6ポY ド 17.2ポY ド 20.8ポンド 26.2ポγド 33.4ポY ド

• FES， 1967 14.2 17.0 20.9 26.2 33.4 

フノレ・タイム成人女子

Pilot， 1967 76 4.~ 11.1 13.4 17.1 

FES， 1967 7.2 8.8 10.8 14.1 18.9 

表12 1週あたり稼得

|第1・向型1・竺F函玉吉4.一陣10・m

資料 D. E. P. A Natio叩 lMimimu昨 Wage，1969， p. 15 

表13 時間当り各稼得額以下のフル・タイムの成人男女

時間当り賃企 (成人男子の割合(%)I成人女子四割合制
6γ リング以下

17りング汐

8シりンググ

9，シリング ノア

4 山
明
町
白
町
四

7

7

6

 

1

3

5

 
資料 D.P. E. ibid.， p. 15 

16) Department of Employment and Productivity， A National M回開閉n Wage. An 
Inquuツ 1969，p. 11 
17) A. B. Atkinson， 0，ρ cit.. p. 87 
18) lhid.， p. 91 
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週収入は表12のとおりで， これを週40時間労働として時間当りそれぞれ6γ リ

ング〔週12ポンド)， 7シリソグ〔週14ポγ ド)， 8、ンリング(週16ポンド)， 9、ンリ

ング〔週18ポンド〕を基準と甘れば，それ以下の勤労者の劃合は表13のごとくで

ある。 1968年 9月調査に比べて1967年家言|調査 (F.E. S与の低所得者の比率が

高すぎるが， ζの聞の事情は明らかでなし、。 しかし15ポンドという T.U・c.

公認の低所得者に接して，いかに多〈のこれをわずかにこえる低所得者が存在

し亡いるかをよく示しているといって上い。 I彼らは何とか生きられる収入を

確保するために， 心身を責め苦しめる長時間の恒常的な残業をやっており」叫，

「週2司 3時間の残業の減少という経済上の些細な変化も，彼らには，容赦な

<.その生活水準を相当引下げることを意5長するのであり J，r病気とか離職に

表14 機械関連産業の規模別熟練度別の実収賃金，

実労働時間および残業時間 (1970.4) (男子'21才以上〉

陸自匙(ベソヌ)1実労働時間 平均残業時間

規模25-99人

熟練組立工 13日1 44.6 6.7 

その他熟練工 127.5 47.0 7.3 

半熟練工 110.1 46.5 8.0 

単純労働者 95.8 46.5 8.5 

規模lO(}-----499人

熟練組立主 137.1 46.3 7.5 

その他熟練工 137.9 46.2 7.3 

半熟練工 114.9 46.3 7.8 

単純労働者 100.6 46.2 7.8 

規模500人以上

熟練組立工 164.2 4日3.8 5.7 

その他熟練工 166.4 43.4 5.0 

半熟練工 145.5 44.9 6.8 

単純労働者 114.4 45.6 7.5 

注 1970年4月現在町賃金調査，
資料 r-E刑!pl~町 rnent & Productivity Gazett J 

19) K. Coat白 and R. Silburn， Poverty; The Forgotteヲ包 Englishη問~， 1970， p. 50. 
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表15 産業別成年男子労働者の週当り実収賃金，労働時間および残業手当の割合

|実収賃金中の割合 実収賃金 | 労働時間

戸石育長正覧車弓震|瓦軒頭車
産 業 言「 69(9l〉96 l6(3〉% 

製造業計 66(91) 16 (3) 

非製造業計 73(91) 17 (2) 

農林水産業 78(-) 1O(ー〉

鉱 業 78(94) 15 (4) 

建 設 業 69(91) 19 (3) 

ガス・電気・水道 76(94) 13 (3) 

運輸・通信業 66(88) 22 (8) 

分配流通業 77(87) 13 (2) 

金融保険業 84(83) 11 (2) 

専門的科苧的サービス業 79(97) 15 (1) 

その他のサ ピス業 80(89) 12 (3) 

公 務 79(96) 14 (2) 

注 カッコ円は非筋肉男チ労働者の基本結と盛業手当四割合
資料 I Employment & Productivit:少 GazettJ

ポンド えミンド

26.8 35.8 45.8 39.1 

28.5 36.7 45.4 395 

25.1 35.3 46.3 38.8 

20.3 47.3 

26.2 41.2 

26.9 37.7 48.0 40.8 

26.0 36.6 44.3 39.2 

28.5 34.9 49.0 42.1 

22.7 30.7 45.5 40.7 

22.9 39.7 44.5 37.0 

22.4 37.1 45.0 34.2 

21.9 32.2 45.8 42.1 

21.4 34.4 44.1 39.7 

よる最短期間の収入の妨害も，彼らには突然のはげしい困窮を意味する則。

表14のどとし今日，週5-8時間の恒常的な残業が広汎に行われており，

それが実収賃金を高めていることを看過してはならない。低賃金労働者にとっ

ては 2，3時間の残業の滅少が生活危機をもたらす所以である。また残業は，

残業手当の実収賃金中に占める比率を高くしている。表15のとおりであり，非

筋肉男子労働者の場合は小さいが，筋肉男子労働者の場合，残業手当の割合は

製造業計で16%，非製造業計で17%にも達してしι。

11 ヒース保守党政府の成立と社会保障

以上のどとき広汎な低所得層と極貧層の存在は，戦後20年余の社会保障政策

の展開にもかかわらず，ウイルソ Y労働党政権末期にみられたイギリス寡占体

制下の現実であった。

20) K. Coates and R. SIlbum， o.φcit.， p. 55 
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社会保障り主主困，すなわち国民扶助の前提条件としての救貧法以来の人格侮

辱的なミンズ・テ月トとフノレ・タイムの補足給付水準以下の低賃金労働者に，

就業時は補足給付受給資格士与えず，離職時は補足給付をきびし〈制限すると

いう資本主義的けも〈ささこそが，社会保障制度の保険原理 定の拠出期

聞の拠出を完遂しない被保険者への給付を減額するーーの限界，そのいかにも

計算合理的に見え呂資本主義的害畜き色相倹って，多〈の極貧者を閏民的最低

限の保障外に置き，あるいは年金や国民保険給付を受給しつつ，かつ補足給付

に頼るという屈辱を与えているのである。こうしたことにウィルソン労働党政

府は手を触れなかった。なるほど，労働党政府は1966年から国民扶助制度を手

続き的にも内容的にも改善して補足給付制度に変え，同年11月から支給を開始

したが， ミYズ・テストを依然伴うものであったかぎり，聖書しい数に登る補足

給付受給有資格の未申請者を幾分減少させたにすぎなかった向。

こうしてウイノレソ Y労働党内閣の社会保障政策は，総じて，イギリ λ寡占体

il~IJ の社会化を通して国民生活の最低を保障し， ζれを高めてゆ〈という国民に

責任をもっ方向ではなく，イギリス寡占体制に責任をもっ資本主義的合理性に

執着する節約の社会保障であった。それは，固有化政策においても，租税政策

におい Eも，所得政策においてもそうであった。とくに所得政策は，物価や利

潤の抑制というより賃金の抑制そD ものであり，賃金の引上げは，労働組合が

1910年代以来，長年に亙って資本の労務管理政策と対決しつつ企業内職場内に

漸次形成していった職場内労働者生活の全面的な防衛手段としての制限的慣行

(restr】.ctivelabour practices) (これは今日 Englishsicknessとよばれて非難の対象とさ

れでいる〉の緩和による生産性上昇〈生産国協jのと引きかえによってのみ許さ

れるものであった。労働者生活は，労働党政府によって，イギリス資本主義の

危機回避という現実的政策によって抑えられ，犠牲を強いられたのである。

さて， ウイノレソン労働党政府の徹底した一貫した緊縮政策により国際収支は

黒字化したが，沈滞と失業増犬とインフレ昂進のスタグフレーション化したイ

21) A. B. Atkinson， o.ρ cit.， pp. 8Eー7
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ギリ λ寡占体制の政権担当者となったヒース保守党政権 (1970年 G 月~)は，労

働党政府時代の財政主導 公共投資主導の高福祉高負担の経済政策・社会保障

政策弘公共投資と社会保障費の削減による減税と「競争原理」導入による民

間資本の高投資・高成長政策に転換した。

社会保障については選別性 (selectivity)の原則聞を強めることと受益者負担の

原則がと〈に強調された。

保守党は在野時代の1968年10月の大会で，社会保障における選別性の原則強

化の決議案を可決したが，この大会では社会保障が濫用されていることが指摘

され I来るべき保守党政府は積極的に勤労意欲を奨励し，働いている時の勤

労所得をふやす政策を採用しなければならない」とし I政府はこれらの人々

のできるだけ多くが白分の家，年金，健康保険，子供の教育に備えるよう奨励

すべきである。 保守党は国民に真実を語れ，そして，唯自ら備えることに

よってのみ自尊心を取り戻せることを教えよJ，I貧困者・失業者および障害者

がそのような状況から離脱し，機会と勇気を与えられる風土を提供するのが政

府の任務である」と語られ保守F先は，今日りいわゆる福祉国家を廃止しな

ければならない。欲するものは私企業であり， 選択の自由である」町と主張さ

オct，こ。

ここには保守党の社会保障に対する根強い反感がよく示されている。これは，

社会保障が何故生れねばならなかったかの意義さえも忘れた議論とい勺てよい。

そして1970年自月，政権の座についた保守党政府の終済政策は，イギリ 1経済

の停滞件を一段と強め. 1日日万人に達する失業者を生みだし， インフレを一層

激化きせ， 労働者階級の烈しい抵抗に対しては弾圧的労使関係法(Indus凶 al

Relations Act， 1971)の制定をもって臨み，極貧者の一部に対するわずかの選別

的な社会保障の実施にとどまった。これが1968年度保守党大会の論議の現実的

22) selectivityは普遍性 (universal凶m)の原則に対するもので，ニ ドの存在を証明することに
よってはじめて給付を行うもりで，個別的選別的サ ピ λの原則でゐ札後者は国民に無差別平
等に適用される普遍的包括的サービスの原則である.
23) I労働党大会と提守党大会り社会揖障論議」 社会保障研究所『海外社会眠障情報 Nu.5， 
1969， 1， 10-11へジ。
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帰結であった。残されたもりは国際収支の黒字のみであり，一層深刻化したイ

ギリ月経済の停滞性はEC加盟によって打破しようというのがヒ 月保守党政

府の姿勢である。

きて，選別性の強化と受益者負担の原則は，福祉ミルク (welfaremilk)の廃

止や国民保健サーヒスの患者負担分を引上げて，これを最もニードを有する人

々への保健・福祉十 ヒスに充当するという政策に上〈示きれており，処方審

料 (2"リ γグ6ベンスから4シりングへ〉や眼鏡および歯科サービスの患者負担

分の引上げは1971年 4月から実施された。

1971年後半から選別性原則に基ずく国民保険+ーピスならびに福祉サービス

の組織運営の改善と内容の前進がみられた。まず地方保健サービスの強化改善

方法について協議が重ねられ，包括的な保険サ ピスの管理運営問題が検討さ

れ，ついで保健・社会保障省の最初の行政改革によって「中央社会福祉教育・

訓練協議会J(Central Council for Education and Trai即時国 SocialWork)が設

立された。これは，シ ポ ム委員会の提案に従って地方公共団体の社会福祉

訓練，ポラ Yティア活動，さらに病院・教育・保護観察，アフターケアなどの

諸々のサービスの綜合的な推進母体となった。

福祉サーピスの内容の改善についてコみれば， 1971年 6月，自喜「精神障害者

サービスの改善J(Better品同句'cesfo1' Mentally R叩 dicapped)が発表され，障害

者り特定の者に新らたに現金給付が提供される ζ とになり，っついて ζの午10

月には「慢性病4患者ー廃疾者法J(Chronically Sick and Disabled Persons Act， 1970) 

の第1条が実施され，地方公共団体に対して，その地方の障害者を登録し，か

つ利用可能な+ ピコえの広報宣伝を行うことを義務づけ， 11月からは重度廃疾

者〈昼夜継続的に監視を必要とする者〕への週4.8ポンドの付添手当の支給が実施に

移された。また IP'ノレープ活動の組織J(The Organization of Group Practice)が

発表され， コミュエティ・へノレス・チ ムの必要性と相談業務の強化が提閉さ

れた。なお， ζの間，地方公共団体が申請していた152の施設の建設が認可さ

れた。その内訳は，慢性病患者・身体障害者用の50の収容施設および老齢者・
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身体障害者用の71のセンタ と31の合同センターであった剖J

III Wage stopと家庭所得補足法

1970年成立し， 1971年日月から実施された家庭所得補足法 (Fa:m均 Income

Supplernents Act FISと略称〉は， フノレ・タイムの補足給付水準以下の低賃金労

働若〔彼らには補足給付受給資格がなL、〕や wagestopの失業や病気による一時

隊臓の低賃金労働者〔彼らは補足給付受給資格はあるが，受給直面白標準賃金をこえる

補足給付は受けられなLウに一定の所得補足給付を支給し， 極貧的低賃金労働者

の最低所得を若干高めようと寸るものである。労働党政府は，男女同一労働同

賃金法 (EqualPay Act， 1970)の制定によって， 1975年12月29Elから同一ある

いは類似の労働を行う男女に同ーの賃金を保障する措置をとったが， ζれは女

子釘働力が全i労働力の 3分の 1をこえて増加しつつあり，その働く動機の多く

が経済的理由にあることを考えれば，重要な低賃金引上政策ではあったが，緊

急的な低賃金対策を持たず， wage stopにも手をつけなかったっ保守党政府が，

ともあれ，ミれに手をつけたことは選別的な社会保障とはいえ，一つの前進で

あったο

ケイス・ジョセフ社会サ ピス大臣はよ本法案 (Fam均 Inco叩 eSupplements 

BH1)の議会提出 (1970年11Jl)にあたり，提案理由とその内容を以下りように説

明Lている O

政府は，今議会中に家庭貧困に取組むととを約束するものであり，本法案はその第

一彦となるものである。

最も緊急措置を必要とする家庭貧困，働いている貧困者のうもで最も生活に悶窮し

こいる者の部分から着手するのが当然である。比較的少数の人々しか本法案の給付の

作内に入ってこないという事実はあるがz これを以って政府がその他の人たちに対し

て関心をもっていないということではなし、。

末法案の給付の枠内に入る世帯白数は3 児童のいる夫婦Uよ帯が約13万4千世帯

(、vagestopをうけている 2万4千人の失業者を含むL 児童をかかえている配偶者

2<1)イギリス社会県匹。動向 j~'海外苫会 ~:;;î苦情報Jl No. 18. 1972. 4. 14ヘ ク事犀L
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のいない約5方4千世帯の人々，合計約19万世帯(約50万人の児童を含む〉である。

賃金所得者が失業し， wage stop rD制限をうけている 2万4千世帯主除き，すべてが

フル・タイムの労働に従事しており 補応給付の受給資格がない。家庭貧悶は多子家

族には余り影響がない。生計中心者が働いており z 補足給付水準以下で暮している家a
族り日分りlはl子家庭である 1子家庭は現在家族手当の受給資格がなく，家技手

当を引上げても何の助けにもならない。

本法案はz 事務費を除雪，約800万ポンドを多数り働〈最も生活が困窮している階

層と，働いていながら wagestopをうけている人々。大部分に支出することを提案

している。本法案は wagestopをうけている家庭を保護することであり， 併せて多

数の人々を wages回pから免れさせるものである。

本法案は別個のミンズ・テストを設けるものだといわれる。別個のテストが謀せ出

れることは事実だが，それはインカム・テストであってミンズ・テストではないn 本

制度により自動的に処方言語料を免除L，歯科や眼鏡の受益者負担。免除資格を付与す

るようアレ γチすることを望んでいる向きもある。われわれも，最も貧しい家庭にた

いし，あらゆる免除措置を活周できるパスポートとなるよう望んでいる問。

本法案は，フノレ・タイム白労働に従事または失業ないし病気による一時離職で

wage stopをうける補足給付水準以下の低賃金労働者を適用の対象とするもの

で，当該家族の所得が児童数に応じて定められた基準~make.up levelー(1子

白いる家庭で18ポンド 法案では15ポンド， 1子を加えるごとに2ポンド迫力的以下の

場合，支給額はその不足額の50%とし 1家庭につき週4ポy ド(法案では3ポ

ンド〕が最高限度額である。勿論，補足給付水準をこえることはできない。

所得の算定基準は申請前3週間の平均稼得で，月給の場合は従前2ヶ月の平

均である。すべての金銭による普通所得は所得として認定されるが，戦争年金

や付添手当も控除され，請求と支給事務は地方社会保障事務所と郵便局で行わ

れる。 1971年末現在の受給者数は 7万人主 ζ え，給付額の平均は1.70ポンドで

あった。

本法案に対する世論は，芳ばしいものではなかったが，イギリ月社会保障が

極貧者対策に追われ，補足給付制度が社会保障制度の事実上田中核となってい

25) r所得補足法霊提出J，海外社会保障情報.sNo. 14， 1971， 4， 9-11ベーヰノ。
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る現状を考えれば，適用対象の限定性と給付額の僅少さの故に， F. 1. S の意

義を過少評価することは正当ではなし、。 make-uplevelと週所得の差額の50%

支給を，さらに両めτ，事実上補足給付水準に達せしめる方向も閉ざされては

いないのである。

IV ストライキ労働者世帯と補足給付の削減

さ亡 F.1. S が実施された1971年 8月， ストヲイキ参加者の家族への補足

給付を削減する社会保障法。叫alSecurity Act. 1971)が実施され，また非公認

ストを禁止し，大規模争議を制限する労使関係法が成立した (1972年2月施行)。

1971年 4月の下院第2読会におけるジョセフ社会サービス大臣の社会保障法

案の提案理由と趣旨説明は以下のとおりであった。一一

フド法案由主たる目的は，社会保障制度のなかにいっ白まにか住みついてしまった乱

用ヲ陳腐化した改善の必要ある若干の要素をつみとることである。政府はスト参加者

自扶養者に対する補足給付についてり査察を行ってきたが，現在のところ，スト参加

者に関する補足給付の主な原則く196ti年社会保障法り第10条により，スト参加者はそ

の参加期間巾，また失業給付の受給資格を欠く者は，補足給付をうける資格十失弓が，

扶養者および家賃については，補足給付が支給される〕はそのまま変更しないことと

している。スト権はしばしば無責任に行使され3 納税者がスト参加者の生活資金調達

り手助けをするのは不条理であると多数の人々は考えている。スト参加者はその扶養

者に支給された金銭を返却古べきである。

今年度についての確定数字は持たないが，推計しうるかぎり，スト参加者のうち，

扶養者に補足給付の支給をうけたスト参加者数は， 近年数ヵ年の 2.5%という常態自由

な数字から最近では25%強にはね上った。これは異常事態であった郵便ストとフォー

ド・ストのためであった。第Zの矯くべき数子は，1971年第I四半期において，大規模

なァ、トだけの結果として約375万ポソドが支出された。 これは， 戦後から1970年末ま

で白ストに関連して支出された国民扶助・補足給付申総績を上まわるものであった。

こうした状態においてわれわれがなしうる最'NNのことは，スト参加者。家族四補
足給付に関して議会の決断をまつべきものであると考える。郵便ストにおいては，組

合はスト子当を支給しないでストに突入したりで，通常甲状態、を準かに上まわって人

々は補足給付に殺倒したの
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補足見合H委員会は，諦4と者が給付請J此の際lこ税のリヘートとスト手当について週

4.35ポンド支で収入認定をしない同司馬扶助委員会の長年¢慣行を踏襲してきた。木法

案はこの掛いを廃止し，通常の控除額である 1ポソドにとどめることを定めるもので

ある。 咽ストライキの約9五%は非公認ストなので3 スト参加高の約5%がスト手当

官受けているにすぎないとみbれる。従ってス卜手当を受けないかぎり，こD切下げ

の影符は少いであろう。また大2択肢を擁する低賃金所得者または中級の賃企所得者は

税りベ トを受円ていないし，控除の対象となる余分の収入源を持たないから，同じ

く影:守をうけまし、。

つぎに，失業・疾病またはストライキによるとを問わず，就業の中断期間を終って

職場に復帰し以後の本人および家族の生活を維持する通常の方途は，使用者からの ~íJ

惜令であった。使用若から前借金が予定きれないケースに備えるため，働いていない

者に対しての補足給付の支給禁止規定は職場復帰後の最初の15日間について緩和され

ている。 1969午以来，奇妙な傾向が生れた。使用者から前借金をうけると返却せねば

なb四 L，課税対象となるのに，補足給付は返さな〈てもよいL 課税収入ともなら

ないので，ストライキが終って職場に復帰した後2週間について使用者に前借金を支

払わせないようにする人々がだんだん増えて，補足給什委員会に足を運ぶようになっ

てきたことである。その結果， 1964年のスト後の国民扶助給付額は4千ポンドであっ

たのに，昨年は90万ポン下に達l..，今年のはじめの4カ月間に43万ポンドとなってい

る。 ζれほ政府として容認しえない制度の乱用である。スト後に職場に復帰した人々

に対する最初の15日間についての補足給付の支給分は前借すべき?であると考土品。

この措置により，労働者はストライキ後の期聞の生活をのり切るための前借金に応

ずるという伝統的慣行に戻る ζ とを納得するであろう刷。

補足給付の濫用はたしかに明らかな事実であるが，かかる澄用を敢えて行わ

しめた低賃金労働者の広汎な存在が問題であろう。 4.35ポンドまでを収入と認

定しない慣行も，スト後，職場に復帰した労働者に15日聞の補足給付の支給を

認めたのも，そのためであった。ストライキの頻発は，不断に進行する寡占体

制下のインフレと労働党政府と保守党政府の経済政策・労働政策の失敗の結果

に外ならない。

スト労働者の職場復帰後15日間の生活つなぎ資金は，使用者からの前払金で

26) rストライキと社会保障法案Jv'海外社会保障情報JNo. 15， 1971， 7， 11-13へ 三人ザ
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賄うことがjEしいとしても， 補足給付決定の際A 収入として認定しない額を

4.35ポγ ドから 1ポノドに引下げることは， 矢張り低賃金労働者に対するさび

しい鞭と考えられる。 ChildPoverty Action Gro刊のフラ γグ・フィノレ l会

長が「社会保障法案ば，祉会保障省法にもとっき補足給付委員会が被保護者の

福祉増進の機能を増進ぜんとすることを不可能とするものであるJ'''と指摘し

たのは，的を射た批判であったといってよいυ 補足給付制度の濫用は正されね

ばならないがョ政府の措置のなかには，補足恰付委員会の貧閑者認定に対する

干渉が合主れているといってよい。 1スト参加者の家族に対する懲罰」との批

判が生じたのも，ゆえなしとしない。

1971年社会保津法は，ほぼ法案通りの内容で1971年目月成立し，実施された。

本法の主要な内容は，以下のとおりでありペ社会保障の後退は誠に歴然た

るものがある。

(1) スト参加者の油人収入は他り補足給付請求者白収入認定と同様に扱うことにし，

ζれまでの4.35ポンドの取扱いを廃止L.ポンドのみ控除する。

(2) スト参加者の賃金支払いまでの適切な方法は使用者による前払金によ昌べきであ

り，スト参加者本人がスト後職場に復帰してから支給される15日聞の補足給付は回

収する。

(3) 自己の意思で離職，業務上の過失による解雇または迫職斡旋を拒むなどの理由で

失業給付D資格を欠〈者に支給される補足給什減額分を 2.05ポン戸〈現行は 0.75ポ

Y ド〉に引よげる。

(4) 国民保険法にもとづく失業給什と疾病給付について，雇用中断期間の最初 3日間

の受給資格を廃止する。

(5) 地方社会保障助百委員会を廃止する。

V 保守党の退職年金改正案

退職年金受給者の約3割が国民扶助=補足給付の受給者でありベ その人数

27) rストライキと社会保障法案J1::1べ一九
28) 社会保障年鑑j(1972) 230ベクB

29) 11965年には退職年金受給者の40叫が圏民扶助水準以下で，彼らのうち，かなりの部分の人々
が国民扶助を請求しなかったJ(A.B.A此loson，O.ρcit.， p. 190)ことを思えは， 年金R号越の
重要性はおのワから明らかである白
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も年々増加して， 今や180万人にも及ばんとする有様で， 退職年金制度の改革

は， 1950年代末からのイギリス社会保障の中心課題となったの Eあった。均一

(fiat rate)拠出と均一給付を立前とする国民保険制度にまず退職竿金だけでは

あるが， 1961年に保守党政府によって均額に追加される所得比例年金の段階

的年金 (graduatedpension)が導入され，これが，さらに労働党政府によって1966

年に疾病 失業両給付および寡婦手当に拡張されて，均 (フラ V ト・レート〉

制 E結合きれた所得比例給付の国民保険制度が成立したのも，一両，楓出領の

増加を荒図したものではあったが(特に保守党)， 他面，国民扶助をさえ下廻る

国民保険受給者，と〈に老齢退職年金受給者の給付を多少とも引上げることが

目的であった。

しかし所得比例給付額は余りにも少し ウイノレソ γ労働党政府は， 1969年 1

月 w国民老齢退職年金と社会保険』初〉白書を発表して，完全な所得比例の社会

保障制度への改革を提案したが， 1970年 6月の総選挙に破れて法制化できなか

った。

乙れに対し，政権の座についた保守党政府は，かねて公約していた年金改革

を， 1971年 9月，白書『年金戦略一一国および企業年金の将来の発展』叩として

公表した。

まず白書は，改革の意図としてつぎの8点をあげる。 (1) 公的年金と職域年

金の本質の相違を明確にいそれぞれが最も適切に発展できる条件を確立ナる。

(2) 定額の公的年金で保障の基礎を確立する。この年金は拠山に対して与えら

れる。経済的困窮度の高い階層には優先的に特別の保障を付加する。 (3) 年金

以)) .Vationa1 SUterannuat臼 nand Soc叫 lInsuranι'c，Protosals for Earning-Related 80-
"'βfδι'U門 ty，1969. Cmd. 3883 
労働党は1957年5月に『園民退職年金老齢者保障のための労圃党の政策Jl(National Su•ρ町一
郎間叫削n-Labour'sPoli叩 for品出向。 inOld Age)を発表して退職年齢改革の端緒を
つくの，これにつついて保守党政府は1958年1月『老齢者保障 国民保険制度の将来の発展』白
書世rOVlSωnj町 GldAge， '1 'he F'uture D回 elo.ρmentof the Nat悶 wlInsura匁ce&he 
me， 1958， Cmd. 538)を発表して， 1961年4月から所得比例。段階的年金を実施したDである。
31) st何 tegyfor Pension-The Futurc工田Jclopmenl01' State and Occupational Provi 
sion， 1971. Cmd. 4755 
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の実質的価値維持の方策を講ずる。 (4) 公的年金の財政を健全な基礎におく。

(5) 公的年令の管理を簡単にし，人手を省く。 (6) すべての被用者に，職域年

金またはこれに代る政府管掌の新制度によって，所得比例の年金を築きあげる

機会を与える。 (7) 職場主移動しても職域年金の受給権が失われないような措

置をする。 (8) 新しい条件の下で職域年金が有効にかつ円滑に運営されるため

に「職域年金委員会」を新設する。

ここに示されているものは，公的年金財政の節約と新制度運営の簡素化・省

カ化であり，普遍的原則の選別的原則への転換である。

改革案の特徴は，所得比例による低い定額の公的年金と，これを補足する半

ば公的性格を賦与される所得比例の職域年金制およぴ職域年金の成立四困難な

職場への政管の所得比例年金♂tMe.Reserve Scheme; -Cある〔強制的適用〉。

白書は，まず公然と，補足給付水準より約 2ポンドも低い定額の所得比例の

公的年金の実現を謡う。 1971年日月，単身者の退職年金の定額部分は週 6ポジ

ドに引き上げられたが， 補足給付額は家賃扶助を除いても6.30ポンドであり，

家賃扶助の平均額1.85ポY ドを加えると 8.15ポγ ドとなる。白書は補足給付水

準まで年金額を引上げる Eフ巨大な費用がいるとしてこれを避け，さらにすすん

で，所得比例の定額年金で年金財政の健全化を意図するn 所得比例によって定

額部分を引上げるのではな<.所得比例による拠出額の増加によって年金財政

を節減しようとするものであり，この意味での公的年金財政の健全化である。

比例の基準となる所得には成年男子労働者の平均賃金の1.5倍という上限が設

けられており，また賃金が平均賃金の4分の 1未満の者は拠出を免除される。

賦課方式をとり，年金額の実質的価値維持のため 2年ごとの改定が行われる。

拠出額は対象所得の12.5%で， 事業主は7.25%. 本人は5.25%であり， いずれ

も源泉徴収される。国庫負担率は現行のままの労使拠出総額の18%である。

公的年金を補足する職域年金の設立要件は. (1) 退職年金の額が，加入者

32) Occupational Retire.ment Pensionsについては， cf. V. N. George， Social Securitシ Be
veridge and After， 1968， pp. 166-96 
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の各人年J[¥e(課税対決沿与)の 1% (女子の場合は0.7%)以上であること。 (2) 加

入者の在職中の死亡に対しては，本人分の年金の 2分の lの金額の寡婦年金

(または 1 時金1 のを給があるこ王。(~) 年金受給中の者が死亡Lたときに，そ

の2分の lの({f!の遺族年金が支給されること。 (4) 年金の実質的価値が，生計

費指数にスライドまたは支給開始後毎年一定率づっ増額その他によって維持さ

れること。 (5) 既裁定年金および要件とされる水準の年金について寸分な資金

の積立てが行われていることである。この職域年金の財政が積立方式によって

いることはいうまでもない。

以上の要件をみたした職域年金に加入していない者に，政府管掌の所得比例

年金が適用されるが，加入は21歳以上で，拠出は給与(成年男子平均賃金の1.5倍

までの部分〉の 4%で，本人が1.5%，事業主が2.5%で，年金額は所定の地出に

対し拠出払込み時の年齢によって決まる。支給年齢は公的年金および職域年金

同様男子65歳，Y;子60歳からで 2分のlの寡婦年金がある。ここで注意すべ

きは，事業主の拠出は損金になるが，本人の拠出は課税所得から控除されず，

また乙の政管の比例年金制度には政府の補幼はなく，財政的に自立したものと

なるとし、うことである。

自営者の拠出は，年収 1，000ポンド宋満の者は 律定額，1，000ポンドをこえる

者は他に 1，000ポンドを越える部分〔男子平均賃金の1.5倍が限度〕の 5%が加わる。

以上，改革案白書にみられる立場は，公的年金制度の発展・充実を通して，

国民的最低限としての老齢退職年金制度を確立する方向ではなし低い公的年

金色実質自力価値維持の閃難な積立金方式に立脚L.，しかもいまだ十分な制度

的発展をとげていない問題点の多い企業年金によって補足しょ弓とする方向で

あり，その意図が年金財政の節約にあることは明らかである。年金制度の抜本

的解決は，保守党の改革案によって大き〈後退したといわねばならない。これ

が実現すれば，今後ますます多くの退職年金受給者が補足恰付に走らざるをえ

なくなるであろう。


